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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第14期

第３四半期累計期間
第15期

第３四半期累計期間
第14期

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日

自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

売上高 （千円） 2,186,091 2,170,097 2,920,630

経常利益 （千円） 417,005 472,560 501,903

四半期（当期）純利益 （千円） 276,561 329,813 316,760

持分法を適用した場合の投資利益

（△は損失）
（千円） △690 △2,421 △142

資本金 （千円） 291,956 291,956 291,956

発行済株式総数 （株） 6,888,800 6,888,800 6,888,800

純資産額 （千円） 1,979,127 2,289,434 2,066,846

総資産額 （千円） 2,589,503 2,766,542 2,779,221

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 52.84 61.52 60.27

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 51.89 61.14 59.25

１株当たり配当額 （円） 10.00 10.00 20.00

自己資本比率 （％） 76.4 82.8 74.4

 

回次
第14期

第３四半期会計期間
第15期

第３四半期会計期間

会計期間
自　平成27年10月１日
至　平成27年12月31日

自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 17.97 22.88

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて変更があった箇

所は以下のとおりです。

　ストック・オプション等に関するリスク

　当社は、会社業績向上に対する士気高揚のため、インセンティブ・プランとして、取締役に対するストック・オプ

ションとしての新株予約権を発行しております。またストック・オプションについては、今後もインセンティブ・プ

ランの選択肢の一つとして継続的な活用を検討しております。

　平成28年９月に新株予約権のうち16,800株分が権利喪失により消滅したため、現在付与されている新株予約権の目

的となる株式の数は210,400株であり、発行済株式総数6,888,800株の3.1％に相当します。行使にあたっては自己株

式を充当する予定でありますが、これら新株予約権が行使された場合もしくは将来新たに付与される可能性のある新

株予約権の行使による潜在株式の顕在化に伴い、１株当たり当期純利益金額が希薄化した場合、株価形成に影響を及

ぼす可能性があります。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定、または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

　当第３四半期累計期間における業績は、売上高は2,170,097千円（前年同四半期比0.7％減）、営業利益は

473,384千円（前年同四半期比13.2％増）、経常利益は472,560千円（前年同四半期比13.3％増）、四半期純利益は

329,813千円（前年同四半期比19.3％増）となりました。

　当社の主力事業であります乗換案内サービスは、公共交通機関による人々の移動をサポートする生活情報系サー

ビスとして、世の中に広く定着しております。一方で、個人及び法人ユーザーのニーズの多様化や、スマートフォ

ン・ファーストの環境変化を見極めつつ、事業領域の拡大や新たなビジネスモデルの確立を行うことが課題となっ

ております。当社は既存事業における収益性の改善を進めると同時に、新たな事業領域の開拓や更なる成長のため

の来年度以降の本格投資のために、新しい事業領域や調査や試行、新たなマーケティング手法の開拓を進めてまい

りました。

 

　当第３四半期累計期間の売上高につきましては、前年同四半期と比べて僅かながら減少しました。コンシューマ

向け事業は、スマートフォン・ファーストのトレンドを受け、スマートフォンにおける売上全般が好調に推移し、

有料会員サービスも堅調は伸びを示す等、売上高が増加しました。携帯電話キャリア向けの乗換案内サービスの提

供は、市場環境変化の影響を受けて僅かに前期を下回った他、トラベル事業においては、旅行商品の供給状況やＰ

Ｃサイト閲覧数の伸び悩み等の影響により前期を下回りました。一方、広告におきましては、スマートフォン向け

広告を中心に順調に推移しました。

　法人向け事業は、既存取引先からの受注の安定確保及び取引深耕、ならびに新規案件の獲得に向けた積極的な営

業活動を展開しているものの、前期受注した一時的な売上分の減少や、一部顧客との契約内容の見直し等の影響に

より、売上高は減少しました。

　利益につきましては、営業利益以下、各区分利益において前年同四半期と比べて増加いたしました。利益率の高

い有料会員サービスやスマートフォン向け広告の売上高構成比の向上による売上総利益の増加、サービス開発・運

用の効率化、情報使用料の減少等が主な要因となっております。

 

　前述の取り組みの結果、各セグメントの売上高及びセグメント利益は次のとおりとなりました。

　コンシューマ向け事業の売上高は1,720,161千円（前年同四半期比2.9％増）、セグメント利益は503,640千円

（前年同四半期比10.8％増）となりました。

　法人向け事業の売上高は449,936千円（前年同四半期比12.5％減）、セグメント利益は157,503千円（前年同四半

期比1.9％減）となりました。
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(2）財政状態の分析

（資産の部）

　当第３四半期会計期間末における流動資産の残高は2,398,356千円で、前事業年度末に比べて22,847千円増加し

ております。現金及び預金の増加92,684千円、売掛金の減少46,588千円が主な要因であります。

　当第３四半期会計期間末における固定資産の残高は368,185千円で、前事業年度末に比べて35,525千円減少して

おります。投資その他の資産の増加26,544千円、有形固定資産の減少17,507千円、ソフトウエアの減少33,491千円

が主な要因であります。

（負債の部）

　当第３四半期会計期間末における流動負債の残高は366,653千円で、前事業年度末に比べて175,326千円減少して

おります。未払法人税等の減少72,533千円、役員賞与引当金の減少39,800千円、賞与引当金の減少25,307千円、買

掛金の減少17,796千円が主な要因であります。

　当第３四半期会計期間末における固定負債の残高は110,455千円で、前事業年度末に比べて59,940千円減少して

おります。長期借入金の減少60,000千円が主な要因であります。

（純資産の部）

　当第３四半期会計期間末における純資産の残高は2,289,434千円で、前事業年度末に比べて222,588千円増加して

おります。剰余金の配当があったものの、四半期純利益により利益剰余金が増加したことによるものであります。

 

　(3）研究開発活動

　当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は1,010千円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,635,200

計 25,635,200

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成29年２月７日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,888,800 6,888,800
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数は100株であ

ります。

計 6,888,800 6,888,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 6,888,800 － 291,956 － 291,956

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　1,527,500
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　5,359,600 53,596 －

単元未満株式 普通株式　　　1,700 － －

発行済株式総数 6,888,800 － －

総株主の議決権 － 53,596 －

（注）　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式16株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）

株式会社駅探

東京都港区西麻布

四丁目16番13号
1,527,500 － 1,527,500 22.17

計 － 1,527,500 － 1,527,500 22.17

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 管理部門担当 秦野　元秀 平成28年９月30日

 

(2）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性９名、女性－名（役員のうち女性の比率－％）
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成28年10月１日から平成28

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１　【四半期財務諸表】

(1)　【四半期貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,855,383 1,948,068

売掛金 459,197 412,609

原材料及び貯蔵品 57 89

仕掛品 － 973

その他 61,615 37,285

貸倒引当金 △745 △670

流動資産合計 2,375,509 2,398,356

固定資産   

有形固定資産 68,993 51,486

無形固定資産   

ソフトウエア 190,248 156,756

その他 19,623 8,552

無形固定資産合計 209,871 165,309

投資その他の資産 124,846 151,390

固定資産合計 403,711 368,185

資産合計 2,779,221 2,766,542

負債の部   

流動負債   

買掛金 81,907 64,110

1年内返済予定の長期借入金 80,000 80,000

未払金 131,558 129,502

未払法人税等 116,512 43,979

賞与引当金 25,307 －

役員賞与引当金 39,800 －

その他 66,893 49,060

流動負債合計 541,979 366,653

固定負債   

長期借入金 160,000 100,000

資産除去債務 10,395 10,455

固定負債合計 170,395 110,455

負債合計 712,374 477,108

純資産の部   

株主資本   

資本金 291,956 291,956

資本剰余金 298,133 298,133

利益剰余金 2,262,287 2,484,875

自己株式 △785,529 △785,529

株主資本合計 2,066,846 2,289,434

純資産合計 2,066,846 2,289,434

負債純資産合計 2,779,221 2,766,542
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(2)　【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  (単位：千円)

 
前第３四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 2,186,091 2,170,097

売上原価 801,443 695,188

売上総利益 1,384,648 1,474,909

販売費及び一般管理費 966,571 1,001,524

営業利益 418,076 473,384

営業外収益   

受取利息 218 95

営業外収益合計 218 95

営業外費用   

支払利息 1,269 919

為替差損 20 －

営業外費用合計 1,289 919

経常利益 417,005 472,560

特別損失   

固定資産除却損 2,646 －

特別損失合計 2,646 －

税引前四半期純利益 414,358 472,560

法人税、住民税及び事業税 125,922 127,836

法人税等調整額 11,875 14,910

法人税等合計 137,797 142,746

四半期純利益 276,561 329,813

 

EDINET提出書類

株式会社駅探(E25206)

四半期報告書

10/18



【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期会計期間から適用しております。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

減価償却費 102,502千円 82,417千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日

定時株主総会
普通株式 51,884 10.00 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金

平成27年11月９日

取締役会
普通株式 52,748 10.00 平成27年９月30日 平成27年12月７日 利益剰余金

 

２　基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後

となるもの

　該当事項はありません。

 

３　株主資本の金額の著しい変動

　株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日

定時株主総会
普通株式 53,612 10.00 平成28年３月31日 平成28年６月24日 利益剰余金

平成28年11月８日

取締役会
普通株式 53,612 10.00 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金

 

２　基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後

となるもの

　該当事項はありません。

 

３　株主資本の金額の著しい変動

　株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

（持分法損益等）

 

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期会計期間
（平成28年12月31日）

関連会社に対する投資の金額 49,000千円 49,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額 25,621 23,200

 

 
前第３四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

持分法を適用した場合の投資利益（△は損失）の

金額
△690千円 △2,421千円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 

コンシューマ

向け事業
法人向け事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 1,672,077 514,013 2,186,091 － 2,186,091

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 1,672,077 514,013 2,186,091 － 2,186,091

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
454,638 160,603 615,241 △26,488 588,753

（注）　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ヘルスケア事業及びその他新規事業

を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 615,241

「その他」の区分の損失（△） △26,488

全社費用（注） △170,676

四半期損益計算書の営業利益 418,076

（注）　全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 

コンシューマ

向け事業
法人向け事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 1,720,161 449,936 2,170,097 － 2,170,097

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 1,720,161 449,936 2,170,097 － 2,170,097

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
503,640 157,503 661,144 △24,728 636,415

（注）　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ヘルスケア事業及びその他新規事業

を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 661,144

「その他」の区分の損失（△） △24,728

全社費用（注） △163,031

四半期損益計算書の営業利益 473,384

（注）　全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間

（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 52円84銭 61円52銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 276,561 329,813

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 276,561 329,813

普通株式の期中平均株式数（株） 5,233,727 5,361,284

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 51円89銭 61円14銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 95,813 32,869

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。
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２【その他】

　第15期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）中間配当について、平成28年11月８日開催の取締役会にお

いて、平成28年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

　　①配当金の総額 　　　　　　　　　　　　　　　　53,612千円

　　②１株当たりの金額 　　　　　　　　　　　　　　　10円00銭

　　③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 　平成28年12月５日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月７日

株式会社　駅探

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 毛　　利　　篤　　雄　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三　　木　　康　　弘　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社駅探の

平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第15期事業年度の第３四半期会計期間(平成28年10月１日から平成28年12

月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社駅探の平成28年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第

３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注） １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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